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２０２１年７月２７日

吸収分割に係る事前開示書面

（分割会社／会社法７８２条１項及び会社法施行規則１８３条に基づく事前備置書面）

（承継会社／会社法７９４条１項及び会社法施行規則１９２条に基づく事前備置書面）

（分割会社）大阪市北区大深町３番１号  

株式会社ダイセル 

代表取締役社長 小河 義美  

（承継会社）東京都港区港南２丁目１８番１号 

ポリプラスチックス株式会社  

代表取締役社長 塩飽 俊雄 

 株式会社ダイセル（以下「ダイセル」という。）及びポリプラスチックス株式会社（以下

「ポリプラスチックス」といい、ダイセルと合わせて「両社」という。）は、２０２１年７

月１５日、各々の機関決定を経て、ダイセルを分割会社、ポリプラスチックスを承継会社

とする吸収分割契約を締結し、２０２１年１０月１日を効力発生日とし、ポリプラスチッ

クスがダイセルの長繊維樹脂事業（ただし生産事業を除く。）に関する権利義務を吸収分割

により承継すること（以下「本件吸収分割」という。）を決定いたしました。

よって、会社法７８２条１項、７９４条１項等の法令の定めに従い、後記のとおり本件

吸収分割に係る事前開示をいたします。

なお、本件吸収分割は、分割会社であるダイセルにおいては、会社法７８４条２項に規

定する簡易分割、承継会社であるポリプラスチックスにおいては、会社法７９６条１項に

規定する略式分割および同条２項に規定する簡易分割となるため、株主総会の承認を得ず

に行うものであります。

記

１ 吸収分割契約書

別紙１のとおり、効力発生日を２０２１年１０月１日とする吸収分割契約書を作成

しました。

２ 吸収分割に際して交付する金銭等の定めがないことの相当性に関する事項

本件吸収分割は、グループ内組織再編であること等を踏まえ、それに際して、ポリ

プラスチックスはダイセルに対し、株式、金銭その他の財産を交付しません。

また、ポリプラスチックスにおいて、資本金及び準備金の額は変更しません。
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３ 分割会社（ダイセル）に関する事項

（１）最終事業年度に係る計算書類等の内容

ダイセルは、有価証券報告書および四半期報告書を関東財務局に提出しております。

最終事業年度に係る計算書類等については、「金融商品取引法に基づく有価証券報告書

等の開示書類に関する電子開示システム（EDINET）」又はダイセルの下記 Web サイ

トよりご覧いただけます。

https://www.daicel.com/ir/ 
（２）最終事業年度の末日後に生じた会社財産の状況に重要な影響を与える事象

ダイセルは、２０２１年７月１５日、各々の機関決定を経て、ダイセルを分割会社、

ダイセルミライズ株式会社（本店所在地：東京都港区港南２丁目１８番１号。以下「ダ

イセルミライズ」という。）を承継会社とする吸収分割契約を締結し、２０２１年１０

月１日を効力発生日とし、ダイセルミライズに対してダイセルの樹脂コンパウンド事

業（ただし生産事業を除く。）に関する権利義務を簡易吸収分割により承継させること

を決定しております。

４ 承継会社（ポリプラスチックス）に関する事項

（１）最終事業年度に係る計算書類等の内容

別紙２のとおりです。

（２）最終事業年度の末日後に生じた会社財産の状況に重要な影響を与える事象

ポリプラスチックスは、２０２１年７月１５日、各々の機関決定を経て、ダイセル

ミライズを分割会社、ポリプラスチックスを承継会社とする吸収分割契約を締結し、

２０２１年１０月１日を効力発生日とし、ダイセルミライズの長繊維樹脂事業に関す

る権利義務を簡易吸収分割により承継することを決定しております。

５ 効力発生日以後における債務の履行の見込みに関する事項

 両社のそれぞれの資産及び負債について、本件吸収分割の効力発生日以降における

両社の債務の履行に支障を及ぼす事情の発生及びその可能性は現在のところ認識され

ておらず、本件吸収分割の効力発生日以後においても両社の資産の額は負債の額を十

分に上回ることが見込まれており、両社の収益状況及びキャッシュフロー等に鑑みて

も、両社が負担すべき債務について、履行の見込みに問題ないものと判断しておりま

す。

以 上

https://www.daicel.com/ir/


別紙１











山田 諭敬
別紙２　ポリプラスチックス株式会社の計算書類等
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ポリプラスチックス株式会社

事業報告

(2020年 4月 1日より 2021年 3月 31日まで)

当連結会計年度のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、社

会経済活動全体が大きく制約を受け、きわめて厳しい状況で推移いたしました。

こうした環境下にあって当社グループは、従業員の感染防止対策に取り組むと

ともに、生産コストの低減、品質の向上並びに新たな市場開発、用途開発により

製品の付加価値向上に努め、競合品との差別化をもってシェアの拡大を図り、国

内外において当社の優位性の確立に努めて参りました。

その結果、当連結会計年度の当社グループの売上高は、131,090百万円（前年同

期比 3.2％減）となり、利益面では、営業利益は 17,840百万円（前年同期比 2.0％

減）、経常利益は 16,976百万円（前年同期比 1.1％減）、親会社株主に帰属する

当期純利益は 12,030百万円（前年同期比 3.3％減）となりました。

事業別の業績は、以下のとおりでございます。

事業別 売上高 前年同期比

合成樹脂事業 131,090百万円 3.2％減
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区 分 第 67期

（2017年度）

第 68期

（2018年度）

第 69期

（2019年度）

第 70期

（2020年度）

（当連結会計年度）

売上高(百万円) 135,283 141,649 135,447 131,090

親会社株主に帰属す

る当期純利益(百万円)

14,274 12,820 12,444 12,030

1株当たり

当期純利益(円)

2,378.93 2,136.68 2,074.10 2,005.10

総資産(百万円) 130,774 136,391 137,326 144,718

事業セグメント 主要製品

合成樹脂事業 ポリアセタール樹脂

ポリブチレンテレフタレート樹脂

液晶ポリマー樹脂

ポリフェニレンサルファイド樹脂

環状オレフィンコポリマー樹脂
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当 社

東京本社（東京都港区）

名古屋支店（愛知県名古屋市中村区）

大阪支店（大阪府大阪市北区）

富士工場（静岡県富士市）

研究開発本部（静岡県富士市）

Polyplastics Taiwan Co., Ltd. 本社（中華民国台北市）

工場（中華民国高雄市）

Polyplastics Asia Pacific Sdn. Bhd. 本社（マレーシア国クアラルンプール）

工場（マレーシア国クアンタン）

ピーティーエム・ホールディングス株式会社 本社（東京都港区）

PTM Engineering Plastics (Nantong) Co., Ltd. 本社（中華人民共和国江蘇省南通市）

工場（中華人民共和国江蘇省南通市）

Polyplastics (Nantong) Ltd. 本社（中華人民共和国江蘇省南通市）

工場（中華人民共和国江蘇省南通市）

Topas Advanced Polymers GmbH 本社（ドイツ連邦共和国ラウンハイム）

工場（ドイツ連邦共和国オーバーハウ

ゼン）

従業員数 前連結会計年度末比増減

2,019名 +15名
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当社の親会社は、株式会社ダイセルです。株式会社ダイセルは、2020年 10月 9

日付でセラニーズコーポレーションから当社の株式 2,700千株を追加取得し、当

社の発行済株式の総数 6,000千株（出資比率 100％）保有しております。

当社と親会社との間には、原料の購入及び資金の貸付・借入に係る取引があり

ます。

原料の購入先としての選定にあたっては品質、調達の利便性等を総合的に勘案

しております。また、その取引条件は、市場における一般的な取引条件を逸脱す

るものではありません。

資金の貸付・借入は、親会社と親会社の他の連結子会社間の取引条件と同じ条

件に従っており、当社単独で行うよりも合理的な資金の調達・管理を可能にする

ものと理解しております。

取締役会は、これらのことから、当該親会社との取引が当社の利益を害するも

のではないと判断しております。

借 入 先 借入金残高

株式会社ダイセル 26,577百万円

株式会社三井住友銀行 4,352百万円

株式会社日本政策投資銀行 11,200百万円

株式会社国際協力銀行 4,428百万円

株式会社三菱 UFJ銀行 1,000百万円

株式会社静岡銀行 900百万円

株式会社清水銀行 900百万円

Sumitomo Mitsui Banking Corporation Malaysia

Berhad

2,662百万円

MUFG Bank (Malaysia) Berhad 2,662百万円

Daicel (China) Investment Co., Ltd. 456百万円

Sumitomo Mitsui Banking Corporation (China) Limited 257百万円

MUFG Bank (China), Ltd. 355百万円
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有限責任監査法人トーマツ
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当社の内部統制システム構築の基本方針（2021年 3月 31日現在）は以下のと

おりであります。

① 当社は、法令遵守はもとより、広く企業に求められる社会規範、倫理観を尊重し、

公正で適切な経営を目指し、「ポリプラスチックスグループ行動憲章」を定め、

具体的な行動指針として「私たちの約束」を定めるとともに、グループ企業にお

ける具体的な行動指針の策定を推進し、その運用状況について確認する。

② 当社は、ポリプラスチックスグループにおけるコンプライアンスの実践等を推進

する組織を総務部とする。

③ 総務部は、ポリプラスチックスグループの取締役および使用人に対するコンプラ

イアンス教育・啓発を行うとともに、毎年、各部門および各グループ企業の活動

計画の作成、結果のフォローを行い、取締役会に報告する。

④ 総務部は、定期的にグループ企業のコンプライアンスに関する状況の把握に努め

る。

⑤ ポリプラスチックスグループの取締役および使用人は、重大な法令違反等、コン

プライアンスに関する重大な事実を発見した場合は、直ちに総務部 / 人事部に

報告を行い、その報告に基づき、リスク管理・コンプライアンス担当役員が調査

を行い、社長と協議の上、必要な措置を講ずる。

⑥ 当社は、社内外に窓口を置く内部通報制度を設け、ポリプラスチックスグループ

における法令違反等を早期に発見する体制を整備するとともに、通報者に不利益

が生じないことを確保する。

⑦ 当社は、財務報告の信頼性を確保するため、関連する法令等を遵守し、必要な体

制の整備を図る。

⑧ ポリプラスチックスグループは、反社会的勢力に対して毅然たる態度で臨み、一

切の関係を持たないことを具体的な行動指針に定め、周知徹底するとともに、関

連する情報の収集や蓄積を行う。

① 当社は、取締役の職務にかかわる下記の重要文書（電磁的記録を含む）を適切に

管理し保存するとともに、閲覧可能な状態を維持する。

イ．株主総会議事録

ロ．取締役会議事録

ハ．計算書類

ニ．その他職務の執行にかかわる重要な書類

② 当社は、情報管理に関する諸規程に基づき、種類に応じて情報を適切に管理する。
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③ 当社は、文書管理に関する諸規程に基づき、(2)①記載の文書、その他各種会議

体等の議事録、各部門における重要な書類を適切に管理し保存する。

① 当社は、ポリプラスチックスグループの企業活動に潜在するリスクに適切に対応

できる体制の整備を図るため、CSR委員会を設置する。

② 当社は、ポリプラスチックスグループにおけるリスク管理に関する諸規程の制定

を推進する。

③ CSR 委員会は、リスク管理に関する諸規程に基づき、毎年、ポリプラスチック

スグループのリスク管理の実態についての調査および評価を実施し、必要に応じ

て対策を協議する。また、その内容について取締役会に報告する。

④ 当社は、ポリプラスチックスグループにおける災害、事故等への対応を諸規程に

定める等、危機発生時の報告体制や迅速かつ適切な対応が可能な仕組みの構築、

維持および向上を図る。

⑤ ポリプラスチックスグループは、事業継続計画を策定し、災害発生後の事業継続

を迅速に進めるように努める。

① 当社は、経営の意思決定および監督機能と会社の業務執行機能の分離を明確に

し、業務執行体制の強化を通じて企業経営のさらなる活性化を図るため、執行

役員制を導入する。取締役会は、経営に関する重要な事項の意思決定を行うと

ともに、取締役および執行役員の職務執行および業務執行を監督する。

② 取締役会は、業務執行を委嘱する執行役員の業務分掌の範囲を定め、取締役は、

効率的な業務の執行を監督する。

③ 当社は、ポリプラスチックスグループにおける機関等の権限および意思決定手続

きの明確化を推進し、職務執行の効率化を図る。

④ 当社は、ポリプラスチックスグループの経営理念に基づきグループとして長期的

に目指す姿を定め、これを実現するために課題および目標を設定した中期計画を

策定のうえ、年度ごとの予算管理を通じて、経営の効率化を図るとともに、その

着実な達成に努める。

⑤ 当社は、組織および職務分掌について適宜その妥当性を確認し、また、全社また

はグループ横断的な課題に対してはプロジェクト編成等を行い、業務の執行が効

率的に行われるように努める。

⑥ 当社は、常務会および経営会議を定期的に開催し、経営上の課題や重要な情報を

共有する。

① 当社は、グループ経営強化を図るため、グループ企業の重要な意思決定や経営状

況の報告に関する手続きおよびグループ企業を管掌する部門を定めたグループ

企業経営に関する諸規程を適切に運用する。また、当該諸規程による連絡または

報告等に基づき、ポリプラスチックスグループの状況やリスクの把握に努める。
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② ポリプラスチックスグループは、グループ共通の倫理行動基準として「ポリプラ

スチックスグループ行動憲章」を定め、グループ内の倫理意識の高揚を図る。

③ ポリプラスチックスグループは、システム基盤の共通化を通じ、情報管理を徹底

するとともに、内部統制の有効性の確保を図る。

④ 内部監査室は、監査役および会計監査人と連携し、監査を通じて、ポリプラスチ

ックスグループの業務の適正の確保に努める。

① 当社は、監査役の職務を補助するために、監査役協議会事務局を設置し、使用

人を配置し、監査役の求めに応じて、監査役の職務の補助を兼務させる。

② 監査役から監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して、取締役

または執行役員の指揮命令を受けない。

① 取締役および使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見した

ときは、直ちに監査役に報告する。

② 監査役は、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、取締役

会のほかに、経営会議や CSR委員会等の重要な会議に出席するとともに、稟議

書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役、執行役員

または使用人にその説明を求める。

③ 代表取締役は、監査役協議会の定めた年度監査基本計画の提示を受け、内部監査

室との連携をとりながら、各部門、グループ各社の監査が実効的に実施できる体

制の整備に努める。

④ 内部監査室は、業務遂行の過程で取得したポリプラスチックスグループの状況に

ついて、監査役との定期的な会合等を通じて意見の交換や報告を実施する。

⑤ 当社は、グループ企業経営に関する諸規程に基づくグループ企業からの報告につ

いて、監査役が確認できる体制を整備する。

⑥ 当社は、監査役が職務遂行のために要する費用について、当該費用に関する監査

役からの請求に基づき、内容を確認のうえ償還する体制を構築する。

⑦ CSR委員会は、社内外に窓口を置く内部通報制度による内部通報の状況について、

定期的に監査役に報告する。

⑧ 当社は、監査役への報告に関し、その報告したことを理由として当該報告者に不

利益が生じないことを確保する。
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当社は、2015年に改正会社法の要請に基づき「内部統制システム構築の基本方

針」を大幅に改訂し、グループ全体で内部統制システムの整備・運用を実施して

きました。2020年度の本整備・運用状況につきましては 2021年 2月末にチェッ

クリストに基づいた自主チェックを行い、内部監査室が上記基本方針に基づき当

社内部統制が有効に機能していることを確認しております。

自主チェック結果につきましては、親会社である株式会社ダイセルに報告を

行い同社内部統制審議会の場でダイセルグループ全体の内部統制課題に関する

確認が行われています。

尚、上記基本方針に基づき当社では 2020年度の主な内部統制活動として以下

に掲げる事項の取り組みを行いました。

(1) 従業員のコンプライアンス知識および意識の向上を目的として、e ラーニングの

システムを活用したコンプライアンス教育を以下のとおり実施いたしました。

①下請法

②安全保障輸出管理

③反腐敗方針・接待贈答管理

④ハラスメント防止

⑤著作権

(2) コンプライアンス予防統制の向上を目的として、「会社経営に重大な影響を及ぼ

す可能性のあるコンプライアンスリスク（品質不正・ハラスメント・下請法関連）」

に 3線ディフェンスの仕組みを導入しました。

(3) 内部通報制度の信頼度の向上および通報者の保護強化を目的として、消費者庁の

内部通報制度認証基準に適合するよう当社の相談通報規程の改訂を実施しました。

以上
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